
令和６年度

そもそもなぁに？どのくらい？ ・・・１
なにに使われている？ ・・・２
具体的な事業は？ ・・・3～11

白馬村キャラクター

ヴィクトワール・シュヴァルブラン・村男Ⅲ

物価高騰対応重点

支援地方創生臨時

交付金



【合計】　１億4,438万5千円

推奨事業メニュー
給付金・定額減税一体支援枠 1億3,275万2千円

410千円
1,122万3千円

低所得世帯支援枠

白馬村キャラクター

ヴィクトワール・シュヴァルブラン・村男Ⅲ世

「物価高騰対応重点支援地方創生

臨時交付金」ってなぁに？

エネルギー・食料品価格の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者

の支援を通じた地方創生を図るため、地方公共団体が地域の実情に

応じてきめ細やかに必要な事業を実施できるよう創設された交付金だ

よ。

白馬村キャラクター

ヴィクトワール・シュヴァルブラン・村男Ⅲ世

６年度に実施された事業へ、どのくらい

交付されているの？

全部合わせると、１億４，４３８万５千円だよ。
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事業の種別 事業数 総事業費 交付金充当額
生活困窮者等への支援 7 133,507,597 133,161,827
農林水産業における物価高騰対策支援 1 6,440,000 6,440,000
推奨事業メニュー例よりも更に効果があると判断する地方単独事業 3 4,783,000 4,783,000
※次年度に繰越をして支援を行うものもあります。

【交付金充当額と割合】

白馬村キャラクター

ヴィクトワール・シュヴァルブラン・村男Ⅲ世

なにに使われているのかな？

エネルギーや食糧品価格の物価高騰の影響を受けた生活者や

事業の支援などに使われているよ。

生活困窮者等への支

援
64%

農林水産業における物

価高騰対策支援
9%

推奨事業メニュー例よりも更に効果

があると判断する地方単独事業
27%
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次のページからは、事業ごとに実施状況や

実績効果についてまとめてみたよ。

個別事業の

実績効果
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３款 民生費 １項 社会福祉費 １目 社会福祉総務費 

 

事 業 名 物価高騰対策重点支援臨時交付金事業 決算書の頁 Ｐ．46-47 

事

業

内

容 

電力や燃料、食料品等の物価高騰を背景に、低所得者等に対する臨時給付金支給事業を実施

した。 

 

１．新たな住民税均等割等非課税世帯 

【対象世帯】 

  令和６年６月３日現在、白馬村に住民票を有する者の属する世帯であって、令和６年度分住

民税均等割が非課税である世帯または、住民税所得割が課せられていない世帯 

【支給額】 

 １世帯あたり１０万円 

 

２．定額減税補足給付 

【対象者】 

 令和 6 年分推計所得税額又は令和 6 年度分個人住民税所得割額を上回る者に対し、上回る

額の合算基礎額として、1 万円単位で切り上げて算定した額を支給する。 

 

３．低所得世帯支援分 

【対象世帯】 

 令和 6 年 12 月 13 日現在、白馬村に住民票を有する者の世帯で、令和 6 年度における個人住

民税均等割非課税である世帯 

【支給額】 

 1 世帯あたり 3 万円 

 

４．低所得世帯支援分（令和 5 年度繰越事業） 

【対象世帯】 

 令和５年１２月１日現在、白馬村に住民票を有する者の属する世帯であって、令和５年度分住民

税が非課税である世帯 

     ※住民税賦課期日となる令和５年１月１日に、日本国内に住民票を有していること 

【支給額】 

 １世帯あたり７万円 

 

５．給付金・定額減税一体支援分（令和 5 年度繰越事業） 

給付金・定額減税世帯（住民税所得割非課税世帯）に対し、「物価高騰対応重点支援給付金」を

支給するもの。 

【対象世帯】 

 令和５年１２月１日現在、白馬村に住民票を有する者の属する世帯であって、令和５年度分住民

税が非課税である世帯 

     ※住民税賦課期日となる令和５年１月１日に、日本国内に住民票を有していること 

【支給額】 

 １世帯あたり１０万円 

実 

績
   

成 

果 

各種給付金を支給する事により、低所得世帯への負担軽減が図られた。 

 

１．新たな住民税均等割等非課税世帯 

【支給世帯数】 

２４７世帯 

【事業費内訳】                                （単位：円） 
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実

績

 

成

果 

科 目 説明（支払先等） 金額 

給付金 支給対象 247 世帯 24,700,000 

事務費 消耗品代、通信費、電算委託料等 881,635 

計 25,581,635 

 

２．定額減税補足給付 

【支給世帯数】 

 1,489 世帯 

【事業費内訳】                               （単位：円） 

科 目 説明（支払先等） 金額 

給付金 支給対象 1,489 世帯 60,110,000 

事務費 消耗品代、通信費、電算委託料等 4,564,097 

計 64,674,097 

 

３．低所得世帯支援分 

【支給世帯数】 

 789 世帯 

【事業費内訳】                                （単位：円） 

科 目 説明（支払先等） 金額 

給付金 支給対象 789 世帯 23,670,000 

計 23,670,000 

※申請期限は令和 7 年 6 月 30 日までとなっており、一部予算は７年度に繰り越しとなっている。 

 

４．低所得世帯支援分（令和 5 年度繰越事業） 

【支給世帯数】 

 ０世帯 （令和 5 年度 ９２８世帯） 合計 928 世帯 

【事業費内訳】                                （単位：円） 

科 目 説明（支払先等） 金額 

事務費 消耗品代、通信費、電算委託料等 618,414 

計 618,414 

 

５．給付金・定額減税一体支援分（令和 5 年度繰越事業） 

【支給世帯数】 

 ３３世帯（令和 5 年度２４４世帯） 合計 277 世帯 

【事業費内訳】                                （単位：円） 

科 目 説明（支払先等） 金額 

給付金 支給対象 33 世帯 3,300,000 

事務費 消耗品代、通信費、電算委託料等 544,941 

計 3,844,941 
 

予 算 額 

（円） 

決 算 額 

（円） 

財 源 内 訳  （円） 

国 県 支 出 金 地 方 債 
そ の 他 

（    ） 一 般 財 源 

155,930,000 118,389,087 118,096,557   292,530 
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３款 民 生 費 ２項 児童福祉費 １目 児童福祉総務費 

 

事 業 名 低所得者子育て世帯給付金事業（繰越） 決算書の頁 Ｐ．５４ 

事

業

内

容 

１．子育て世帯生活支援特別給付金事業（その他世帯） 

 新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、食費等の物価高騰等に直面する低

所得の子育て世帯に対し、特別給付金を支給することにより、その実情を踏まえた生活の支援を

行う。 

実

績

 

成

果 

１．子育て世帯生活支援特別給付金事業（ひとり親世帯以外） 

(1) 支給金額 …  50,000 円/児童 

(2) 支給対象者 …  ① 令和５年３月分の児童扶養手当受給者等（低所得のひとり親世帯） 

② 令和４年度分の住民税非課税の子育て世帯（ひとり親世帯以外の低

所得の子育て世帯）給付金を支給されている者（但し上記①を除く） 

 

区 分 金  額 内    容 

事務費 286,803 円 消耗品・通信運搬費・電算委託 

生活支援特別給付金 11,600,000 円 232 名（133 世帯） 

合  計 1１,886,803 円  

 

 

 

予 算 額 

（円） 

決 算 額 

（円） 

財 源 内 訳   （円） 

国 県 支 出 金 地 方 債 
そ の 他 

（ ） 
一 般 財 源 

13,313,000 1１,886,803 11,886,803 0 0 0 
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３款 民 生 費 ２項 児童福祉費 １目 児童福祉総務費 

 

事 業 名 
住民税非課税世帯への給付金事業 

（こども加算分） 
決算書の頁 Ｐ．５４ 

事

業

内

容 

 令和６年度における住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯への給付の加算として、当該

支給対象者（世帯主）の世帯員である 18 歳以下のこども（18 歳に達する日以降最初の３月３１日

までの児童）に支給する。 

 

実

績

 

成

果 

１. 住民税非課税世帯への給付金事業（こども加算分） 

（1）支給金額 …  50,000 円/児童 

 

(2)支給対象者 … 以下全てに該当する児童 

①令和６年度の住民税所得割非課税（均等割非課税含む）世帯 

② 18 歳に達する日以降最初の３月３１日までの児童 

③令和５年度の住民税均等割非課税世帯への給付金（7 万円）を支給され

た世帯でない 

④令和５年度の住民税均等割のみ課税世帯への給付金（10 万円）を支給

された世帯でない 

 

 

区 分 金  額 内    容 

事務費 170,107 円 
消耗品・印刷製本費・通信運搬費・時間害勤

務手当 

生活支援特別給付

金 
1,900,000 円 38 名（22 世帯） 

合  計 2,070,107 円  
 

予 算 額 

（円） 

決 算 額 

（円） 

財 源 内 訳   （円） 

国 県 支 出 金 地 方 債 
そ の 他 

（    ） 一 般 財 源 

2,075,000 2,070,107 2,016,867   53,240 
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２款 総務費 ２項 徴税費 ２目 賦課徴収費 

 

事 業 名 賦課徴収事業（繰越）【物価高騰交付金事業】 決算書の頁 Ｐ．４０ 

事

業

内

容 

令和５年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、所得税・個人住民税の定

額減税等を実施するために申告相談システム及び個人住民税課税システムの改修を行った。 

実

績

 

成

果 

賦課収納業務電算委託料【590,700 円】 

 令和６年度の個人住民税賦課情報を元に、所得税・個人住民税の定額減税や調整給付、新た

に所得割非課税となる方に対する給付等を行うことから、該当する対象者及び金額を算出するた

めのシステム改修を行った。 

 

・個人住民税の定額減税 

 減税額 52,503,000 円、5,540 人 

 

・個人住民税の調整給付 

 給付総額 60,110,000 円、1,489 人 

予 算 額 

（円） 

決 算 額 

（円） 

財 源 内 訳  （円） 

国 県 支 出 金 地 方 債 
そ の 他 

（    ） 一 般 財 源 

591,000 590,700 590,700    
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２款 総務費 ２項 徴税費 ２目 賦課徴収費 

 

事 業 名 賦課徴収事業【物価高騰交付金事業】 決算書の頁 Ｐ．４０ 

事

業

内

容 

令和６年分の所得税、令和６年度分の個人住民税で定額減税・調整給付を実施した際に、調

整給付に不足が生じた納税者には「不足額給付」を実施するため、申告相談システムの改修を行

った。 

実

績

 

成

果 

賦課収納業務電算委託料【570,900 円】 

 調整給付の算定において「令和６年分推計所得税額」を用いるなど、実額による算定でなかっ

たことを踏まえ、令和６年分所得税及び定額減税の実績額等が確定したのち、調整給付に不足

が生じる場合には、追加で当該納税義務者に不足分の給付を行う（不足額給付）ことから、該当

する対象者及び金額を算出するためのシステム改修を行った。 

予 算 額 

（円） 

決 算 額 

（円） 

財 源 内 訳  （円） 

国 県 支 出 金 地 方 債 
そ の 他 

（    ） 一 般 財 源 

571,000 570,900 570,900    
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２款 総 務 費 １項 総務管理費 ９目 環境政策費 

 

事 業 名 地球温暖化対策事業 決算書の頁 P.39 

事
業
内
容 

１．電気自動車用急速充電器保守管理業務 

２．ゼロカーボン推進対策補助事業 

３．ＧＸ推進コンサルティング支援委託事業 

４．炭素排出量調査及び戦略策定支援業務 

５．その他 

実

績

 

成

果 

１．電気自動車用急速充電器保守管理業務 【287,731 円】 

・設置か所：①道の駅白馬 ②白馬村役場 

・ＥＶ充電器システム使用料：132,000 円 

・道の駅急速充電器管理委託：132,000 円 

・電気料：19,731 円 

・急速充電器案内看板土地借上料 2 箇所：4,000 円 

 

２．ゼロカーボン推進対策補助事業 【158,000 円】 

(1) 電気自動車普通充電設備設置補助金 

・交付決定件数・交付決定額：4 件・158,000 円 

(2) 電気自動車等購入促進事業補助金 

・交付決定件数・交付決定額：申請実績なし 

(3) 太陽光発電システム普及促進事業補助金 

・交付決定件数・交付決定額：申請実績なし 

 

３．ＧＸ推進コンサルティング支援委託事業 【8,000,000 円】 

・ＧＸ専門人材コンサルティング支援委託業務：8,000,000 円 

   (内 5,600,000 円は地域活性化企業人制度を活用し、特別交付税対象) 

  委託契約先：株式会社新東通信 （ＧＸ統括監・白濱雄太 氏） 

  白馬村ゼロカーボンロードマップ策定など、環境施策推進 

 

４．炭素排出量調査及び戦略策定支援業務 【2,200,000 円】  

 【物価高騰対策重点支援地方創生臨時交付金を充当】 

・調査期間中の二酸化炭素総排出量を国際的測定基準であるＧＨＧプロトコルを要いて排出

源別に測定（エネルギー・運輸事業者等の販売実績） 

・村内事業者に向けた測定ツール説明会実施 

・測定結果を基に白馬村及び公共施設での排出状況の分析 

 

５．その他 【59,000 円】 

・白馬ＥＶラリー協賛費：4,000 円 

・mymizu 自治体アライアンス 会費：55,000 円 

 

予 算 額 

（円） 

決 算 額 

（円） 

財 源 内 訳  （円） 

国 県 支 出 金 地 方 債 
そ の 他 

（ 諸 収 入 等 ） 一 般 財 源 

10,873,000 10,704,731 2,200,000  2,677,571 5,827,160 
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4 款 衛生費 1 項 保健衛生費 1 目 環境衛生費 

 

事業名 
公営企業電力価格高騰対策支援事業 

（物価高騰対応重点支援地方創成臨時交付金事業） 
決算書の頁 P. ５９ 

事

業

内

容 

全国的にエネルギー価格高騰の影響を受ける中、地方公営企業として重要なインフラ事業を

担う白馬村水道事業に対し、施設の動力費である電気使用料の高騰分を交付金として支給すること

で、事業の安定的な経営を支援した。 

村の水道施設である二股浄水場や源太郎水源地、村内 13 か所の配水池では、導水・送水・配水

施設におけるポンプの使用や、浄水処理等の過程において多くの電力を消費するため、これらの施設

電気使用料の高騰分を交付金として支給した。 

実

績

 

成

果 

内容 実績額 単位

電気使用量

　　令和３年度　　　 　 　（A） 984,321 Kwh

　　令和６年度　　　 　 　（B） 1,076,693 Kwh

　　対比（B/A×100）　 109.4 ％

電気料金

　　令和３年度　　　  　　（C） 18,484,352 円

　　令和６年度　　　　　　（D） 28,352,464 円

　　対比（D/C×100）　 153.4 ％

　　増減額（D―C）<電気使用料高騰分> 9,868,112 円

物価高騰対応重点支援地方創成臨時交付金 1,583,000 円
 

白馬村水道事業における令和６年度の施設電気使用量は、令和３年度に対して 9.4％増となった。

一方、令和６年度の電気使用料は、令和３年度に対して 53.4％増となり、約 986 万円の大幅な増額と

なったが、これらの施設電気使用料に対し、国の物価高騰対応重点支援地方創成臨時交付金を 158

万 3 千円交付した。 

予算額 

(円) 

決算額 

(円) 

財源内訳(円) 

国県支出金 地方債 
その他 

(ふるさと基金) 
一般財源 

1,583,000 1,583,000 1,583,000 0 0 0 
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7 款 土木費 4 項 都市計画費 3 目 公共下水道事業費 

 

事業名 
公営企業電力価格高騰対策支援事業 

（物価高騰対応重点支援地方創成臨時交付金事業） 
決算書の頁 P. ７8 

事

業

内

容 

全国的にエネルギー価格高騰の影響を受ける中、地方公営企業として重要なインフラ事

業を担う白馬村下水道事業に対し、施設の動力費である電気使用料の高騰分を交付金とし

て支給することで、事業の安定的な経営を支援した。 

村の下水道施設である大出浄化センター、村内 65 か所の汚水ポンプの使用や、汚水処理

等の過程において多くの電力を消費するため、これらの施設電気使用料の高騰分を交付金

として支給した。 

実

績

 

成

果 

内　　容 実　績　額 単　位

電気使用量

　　令和３年度　　　 　 　（A） 540,768 Kwh

　　令和６年度　　　 　 　（B） 602,417 Kwh

　　対比（B/A×100）　 111.4 ％

電気料金

　　令和３年度　　　  　　（C） 11,550,974 円

　　令和６年度　　　　　　（D） 18,233,680 円

　　対比（D/C×100）　 157.9 ％

　　増減額（D―C）<電気使用料高騰分> 6,682,706 円

物価高騰対応重点支援地方創成臨時交付金 1,000,000 円
 

白馬村下水道事業における令和６年度の施設電気使用量は、令和３年度に対して 11.4％増となっ

た。一方、令和６年度の電気使用料は、電力価格高騰の影響から令和３年度に対して 57.9％増とな

り、約 668 万円の大幅な増額となったが、これらの施設電気使用料に対し、国の新型コロナウィルス感

染症対応地方創生臨時交付金を 100 万円交付した。 

予算額 

(円) 

決算額 

(円) 

財源内訳(円) 

国県支出金 地方債 
その他 

(ふるさと基金) 
一般財源 

1,000,000 1,000,000 1,000,000 0 0 0 
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5 款 農林業費 1 項 農業費 3 目 農業振興費 

 

事 業 名 産地づくり対策事業 決算書の頁 Ｐ．65 

事

業

内

容 

１．水田農業経営確立推進指導事業（ゼロ予算） 

２．白馬村農業再生協議会への補助による村の重点作物の産地化推進 

３．紫米生産者及び有機 JAS 認証取得者支援 

４．災害認定を受けた農地耕作者への見舞金 

５．農作物損害防止事業 

６．認定農業者及び一定規模以上の農業者への肥料資材等高騰対策支援【物価高騰地方創生臨時交付金事業】 

実

績

 

成

果 

１．水田農業経営確立推進指導事業（ゼロ予算） 

・北城南部ほ場において、ＪＡ、県、農家等と連携し、高収益作物推進、みどりの食料システム戦

略に基づき、白ネギ試験栽培（30a）、緑肥試験等を実施 

・令和 7 年度から令和 8 年度にかけて全農、JA 大北、県にてロングピッチチェーンポットを使用

した白ネギの栽培を行なっている。 

  

２．白馬村農業再生協議会へ重点作物の産地化推進補助          1,000,000 円 

産地づくり対策事業補助金を交付、水田収益力強化ビジョンに基づき、苗助成等を実施 

・ミニトマト農家（JA 大北園芸部会）への助成                   1 件  250,000 円 

・そば生産担い手農家への助成                      3 件  750,000 円 

 

３．紫米生産者及び有機 JAS 認証取得者支援                          300,000 円 

白馬村の特産品である紫米及び国の有機 JAS 認証を受けた農家を支援するため支援金を交

付した。 

・紫米生産農家                                 1 件  100,000 円 

・有機 JAS 認証を受けた農家                         2 件   200,000 円 

 

４．災害認定を受けた農地耕作者への見舞金                           176,000 円 

台風や豪雨等により、国県の災害認定を受けた農地及びその影響を受けた農地の耕作者へ

見舞金を支給した。 

・水稲被害耕作者                                 2 件      43,000 円 

・園芸被害耕作者                                    2 件         133,000 円 

 

５．農作物損害防止事業                                              26,482 円 

・長野県農業共済組合へ負担金支出（水稲病害虫防除、水稲無人ヘリ防除） 

 

６．認定農業者及び一定規模以上の農業者への肥料資材等高騰対策支援事業 

【物価高騰地方創生臨時交付金事業（白馬村農業再生協議会経由)】               6,440,000 円 

・認定農業者・認定新規就農者（主に水稲、そば、大豆、麦、1ha 以下～100ha 耕作） 

                                          34 件        5,210,000 円 

・認定農業者・認定新規就農者（主に園芸、20a～2ha 耕作）                11 件        660,000 円 

・一般農業者（主に水稲、1ｈa 以上耕作）                     17 件  570,000 円 

予 算 額 

（円） 

決 算 額 

（円） 

財 源 内 訳  （円） 

国 県 支 出 金 地 方 債 
そ の 他 

（ ふ る さ と 基 金 ） 一 般 財 源 

8,152,000 7,942,482 6,440,000  176,000 1,326,482 
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白馬村

白馬村キャラクター

ヴィクトワール・シュヴァルブラン・村男Ⅲ世

お読みいただきありがとうございました。


